
地方分権改革のこれまでの経緯と成果 
内閣 主な経緯と成果 

宮澤内閣（H3.11～H5.8） 

細川内閣（H5.8～H6.4） 

羽田内閣(H6.4～H6.6) 

村山内閣(H6.6～H8.1) 

橋本内閣(H8.1～H10.7) 

小渕内閣（H10.7～H12.4） 

森内閣(H12.4～H13.4) 

小泉内閣（H13.4～H18.9） 

安倍内閣（H18.9～H19.9） 
(第１次) 
 

福田内閣(H19.9～H20.9) 

麻生内閣(H20.9～H21.9) 

鳩山内閣(H21.9～H22.6) 

菅内閣(H22.6～H23.9) 

野田内閣(H23.9～H24.12) 

安倍内閣（H24.12～） 
(第２次) 

第
１
次
分
権
改
革 

H5.6  地方分権の推進に関する決議（衆参両院） 
 
 
H7.5  地方分権推進法 → H7.7 地方分権推進委員会発足（委員長：諸井虔）                  
                        ※H8.12第１次～H10.11第５次勧告 

H11.7 地方分権一括法 機関委任事務制度の廃止、国の関与の新しいルールの確立 等 

H13.7 地方分権改革推進会議発足（議長：西室泰三） 

第
２
次
分
権
改
革 

H18.12 地方分権改革推進法 
 

H19.4  地方分権改革推進委員会発足（委員長：丹羽宇一郎）                                               
      ※H20.5第１次～H21.11第４次勧告 

H23.4 第１次一括法 
H23.8 第２次一括法 
 
 

H25.6 第３次一括法 

三位一体改革(国庫補助負担金改革、税源移譲、交付税改革) 

H25.12 権限移譲等の見直し方針 
H26.3     第４次一括法案（予定） 

・規制緩和（義務付け・枠付けの見直し） 975/1316条項(74％) 
・基礎自治体への権限移譲      72/105 事項(69％) 

・国 → 地方公共団体 66/96事項(69%) 
・都道府県→指定都市 41/64事項(64%) 

７ 



【内閣としての政策検討】 

 地方分権改革推進本部 
（閣議決定で内閣に設置） 

本 部 長：内閣総理大臣(本部長) 
副本部長：内閣官房長官 

 内閣府特命担当大臣 
 (地方分権改革) 

本 部 員：その他全閣僚 

地方分権改革の推進体制 

【有識者による調査審議】 

  地方分権改革有識者会議 
（地方分権改革担当大臣の下で開催） 

  座   長 ：神野直彦  東京大学名誉教授（財政学） 
  座長代理：小早川光郎 成蹊大学法科大学院教授（行政法） 
  構 成 員 ：柏木 斉  (株)リクルートホールディングス取締役相談役 
                （経済同友会地方分権・道州制委員会委員長） 
         後藤春彦  早稲田大学創造理工学部長（都市計画） 
         白石勝也  松前町長（愛媛県） 
         勢一智子  西南学院大学教授（行政法） 
         谷口尚子  東京工業大学准教授（政治学） 
         古川  康  佐賀県知事 
         森  雅志  富山市長 

 専門部会（地方分権改革有識者会議の下で開催） 

具体的かつ重要なテーマごとに、有識者会議議員
及び各分野の専門家による部会、客観的な評価・
検討に資する議論を行う 

※これまでに開催した専門部会 
  雇用対策部会（小早川部会長） 
  地域交通部会（後藤部会長） 
  農地・農村部会（柏木部会長） 

H25開催実績 
  ３/８ 第１回 

  ・規制緩和の第４次見直しについて 
  
 ５/２８ 第２回 
  ・地方分権改革の在り方について 
  ・国から地方への事務・権限の移譲等について 
  
 ９/１３ 第３回 
  ・国から地方への事務・権限の移譲等について 
  ・都道府県から指定都市への事務・権限の移譲等について 
  ・地方分権改革の総括と展望について 
 
 １２/２０ 第４回 
  ・国から地方及び都道府県から指定都市への事務・権限の 
   移譲等について 
  ・地方分権改革の総括と展望について 

８ 



地方公共団体の現状 

９ 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成25年3月31日現在）」を基に整理 

人口規模 市区町村数 構成比 人口 
(万人） 

構成比 

１万未満 485 27.8% 248 1.9% 
１～５万 693 39.8% 1,766 13.8% 

５～２０万 430 24.7% 4,067 31.7% 
２０～５０万 99 5.7% 3,129 24.4% 
５０万以上 35 2.0% 3,627 28.3% 

合計 1,742 100% 12,837 100% 

７
割 

３
割 

８
割 

２
割 



 
 

１ 地方の        ⇒ 地方から制度改正の提案を募る 
                       を導入 
              提案を元に重点分野を設定し、改革を推進 
 

２ 恒常的な推進体制 ⇒ 地方分権改革有識者会議の      
              を活用して、深掘り 

 

３ 地方の         ⇒ 権限移譲に当たり、   
                 を導入 

個性と自立、新たなステージの地方分権改革の展開 

「提案募集方式」 

多様性 

専門部会 

「手挙げ方式」 

発意 

＜キーワード＞ 
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個性を活かし自立した地方をつくる～地方分権改革の総括と展望（中間取りまとめ）～ 



○ ハローワークの求人情報を地方公共団体にオンラインで提供 
 

 ⇒ 職業紹介を含むワンストップサービスが可能に 
 

○ 地方公共団体の導入費用を         に 
 
 
 

ハローワークの求人情報の地方へのオンライン提供 

○ 地方公共団体が若者の就労支援、定住対策等を実施する場合、職業紹介を
含むワンストップサービスが実現できない 

 

○ その理由として、地方公共団体が保有する求人情報が不十分であることが挙
げられる 

無料職業紹介を実施している地方公共団体：164団体 
（42都道府県、122市区町村等） 

課 題 

改革の内容 

当初、１団体当たりの導入費用は2,500万円と試算 
 
厚労省が閲覧用ソフトを開発し、地方公共団体に無償提供することにより、実負担ゼロを実現 
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実質ゼロ 



 

○ 自家用有償旅客運送の登録、監査等の国の事務・権限を、希望する市町村
に移譲（希望しない市町村の区域については、希望する都道府県に移譲） 

 ⇒ 地方の発意に応じ選択的に移譲する             の先行的な実施 
 

○ あわせて、実施主体の弾力化等を図る  
 ⇒ 法人格のないボランティア団体も運行主体に 

自家用有償旅客運送 

 
○ 地域の実情に応じたスピーディーな指導監督が行われない 
  （過疎化の状況や福祉政策等に最も詳しいのは市町村） 
 

○ 運行主体が限定されるなど、地域の実情を反映した運行が行いにくい 
  （法人格のないボランティア団体は運行主体になれない） 
 

 

課 題 

改革の内容 

※過疎地においてバス・タクシー事業によっては生活に必要な輸送が提供さ
れない場合に、市町村、NPO等が自家用車により有償で運送する制度 
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「手挙げ方式」 



農地転用に関する規制緩和 

 

○ 農地転用許可等に係る規制について、現行の要件では、農業の六次産業化
や再生可能エネルギーの利活用の推進等を図る上で支障となっている 

【規制緩和の具体例】 
 

○ 農産物販売所の設置要件を緩和 
  これまでは「農業者自ら」が生産する農畜産物を５割以上取り扱わなければ 
  ならなかったが、「市町村内」等で生産する物を５割以上取り扱えばよいこととする 
 

 ⇒ 取扱い品目の増加により販売所の魅力向上 
 

○ 再エネ法に基づく場合、荒廃農地等に太陽光発電設備などの設置が可能に 
  

 ⇒ 農村の活性化・農村への利益の還元 
 

課 題 

改革の内容 
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改革成果の効果的な情報発信 

○ 改革の成果を活かした地方公共団体の優良事例の紹介 
○ 地方の独自性の高い取組について、投稿形式等で詳しく紹介 
○ 有識者へのインタビューの掲載 

○ ホームページの更新情報や会議開催状況等を能動的に情報発信（H25.9.30から開始） 

  ⇒   Facebook     https://www.facebook.com/cao.bunken  
            Twitter    https://twitter.com/cao_bunken 
 

 

２．Facebook、Twitter等による能動的な情報発信 

１．ホームページの再構築 

14 

３．地方分権改革シンポジウム 

趣旨： 国民に対してわかりやすく地方分権改革の取組や成果を広くＰＲ 
    また、各団体における一層の取組につながるよう、先進的な地方公共団体の取組を共有 
日時・場所： ６月30日（月）午後 銀座ブロッサム 
次第： 
 （１）地方分権改革担当大臣挨拶              （２）基調講演 
 （３）先進的な地方公共団体からの事例紹介  （４）パネルディスカッション 

国民に改革の成果の実感を持ってもらうために分かりやすい情報発信が重要 

https://twitter.com/cao_bunken


【内閣府地方分権改革推進室Facebook】 
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三菱総合研究所の試算によると、新たなＩＴ戦略「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」の電子政府施策※が
もたらす社会的なコスト削減効果は、年間１兆円強  ⇒ 約３割減、業務処理時間の1/4を短縮 

行政処理コスト 
2兆3,490億円 

システム運用コスト 
7,200億円 

国民・企業コスト 
1兆1,600億円 

1兆7,500億円 

5,040億円 

8,220億円 

4兆2,290億円 

3兆760億円 

▲1兆1,530億円 
（▲27％） 

▲2,160億円 
（▲30％） 

▲5,990億円 
（▲26％） 

▲3,380億円 
（▲29％） 

2021年度 
（平成33年度） 

2012年度 
（平成24年度） 

情報システムの統廃合、クラウド化 

行政情報システムの統合・廃止、 
クラウド化 － 約1,500のシステム数半減 

[ハードウェア・ソフトウェア費・SE費減] 

人事・給与、調達等の共通化・電子化、
事務処理のペーパーレス化 

[業務処理時間減 6.6億時間⇒4.9億時間] 

番号制度導入による各種届出省略、 
オンライン手続の利用向上 

[時間・手間短縮、交通費・郵送費減] 

コスト削減策 

※ 地方公共団体における取組施策（電子自治体）を含む。 

電子政府の効果試算（概要） 
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